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経営構造改革実施とそれに伴う特別損失計上に関するお知らせ 

 

 当社は、本日開催の取締役会において、経営構造改革に係る諸施策の実施を決議いたし

ました。これに伴い、平成 24 年２月期第２四半期決算（連結･個別）において下記のとお

り経営構造改革費用を特別損失として計上いたしますので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．構造改革施策と経営構造改革費用の内容 

（１）店舗の閉鎖等 

・枚方店の閉鎖 

  枚方店は、昭和 50 年４月の開業以来 36 年余にわたり地域のお客様のご愛顧、ご

支援をいただき今日まで営業を続けてまいりましたが、売上高はここ 10 年間で半減

しており、当社としても様々な営業努力を重ねてきたものの、消費環境の悪化と競

合の激化がさらに進む中、同店の今後の業績改善は難しいものと判断し、平成 24 年

２月末をもって閉鎖することを決定いたしました。 

 

・桔梗が丘店の業態変更 

桔梗が丘店については、平成 13 年９月の開業以来、10 年間にわたりご愛顧いた

だき、当社においても様々な営業努力を重ねてまいりましたが、近隣地区の大型量

販店との競合等により収支が悪化しており、現行の営業体制では改善の見込みがな

いことから、平成 24 年３月以降、百貨店業態としての業務運営からは撤退し、一部

フロアのみの運営管理へと当社の事業規模を大幅に縮小することといたしました。 

（当社営業面積：現況 約 14,000 ㎡ → 約 5,500 ㎡） 

 

これらの実施により、平成 24 年２月期第２四半期連結決算において、枚方店で土地

建物の減損損失等42億25百万円、桔梗が丘店で建物設備の減損損失等４億２百万円、

合計 46 億 27 百万円を特別損失として計上いたします。また、同期の個別決算におい

ても、枚方店で土地建物の減損損失等 42 億 51 百万円、桔梗が丘店で建物設備の減損

損失等４億４百万円、合計 46 億 55 百万円を特別損失として計上いたします。 
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＜枚方店の概要＞ 

   ・所在地     大阪府枚方市岡東町 12－2－101     

・建 物     鉄骨鉄筋コンクリート造 

            地下１階、地上７階建、延 18,123 ㎡ 

 ・開業       昭和 50 年４月 

・営業面積    12,807 ㎡     

・年間売上高   8,125 百万円（平成 22 年度） 

・従業員数    174 名 

            (平成 23 年８月 31 日現在、パートタイマー等 93 名を含む。) 

 

＜桔梗が丘店の概要＞ 

   ・所在地     三重県名張市桔梗が丘１番町１街区２番１ほか     

   ・建 物（店舗） Ａ館 鉄筋コンクリート造 

               地上３階建、延 17,529 ㎡ 

            Ｂ館 鉄筋コンクリート造 

               地上２階建、延 7,223 ㎡ 

   ・賃借先     近畿日本鉄道株式会社 

・開業      平成 13 年９月 

・営業面積    約 14,000 ㎡     

・年間売上高   4,039 百万円（平成 22 年度）  

・従業員数    62 名 

            （平成 23 年８月 31 日現在、パートタイマー等 42 名を含む。） 

 

（２）和歌山近鉄会館の閉鎖 

和歌山近鉄会館は、和歌山店の文化サロンや当社事務所等が入居する建物でありま

すが、建築後 53 年を経過し建物の老朽化が進んでいるため、来年春を目途に建物解体

工事に着手する予定であります。同建物の解体に伴い、平成 24 年２月期第２四半期（連

結・個別）決算において土地建物の減損損失等 30 億 74 百万円を特別損失として計上

いたします。 

 

＜近鉄会館の概要＞ 

 ・所在地     和歌山市友田町５丁目 46 番地ほか    

 ・建物      鉄筋コンクリート造 

          地上５階建、延床面積 8,526 ㎡ 

 ・開業      昭和 33 年（昭和 41 年増築） 

 ・用途      文化サロン、飲食店舗、当社事務所ほか 
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（３）当社および連結子会社の減損損失等 

   当社桃山店につきまして、資産評価の見直しに伴い、平成 24 年２月期第２四半期連

結決算において減損損失等７億 23 百万円を特別損失として計上いたします。また、同

期の個別決算においても減損損失等７億 33 百万円を特別損失として計上いたします。 

次に、連結子会社の株式会社ジャパン・シーフーズにおきましても、事業の再構築

に伴い、平成 24 年２月期第２四半期連結決算において土地建物の減損損失等 11 億 73

百万円を特別損失として計上いたします。これに関連して、同期の個別決算において

関係会社株式評価損等 11 億 61 百万円を特別損失として計上いたします。 

 

（４）その他 

上記の店舗閉鎖等による事業規模の縮小に備え、より運営効率の高い組織体制への移

行を円滑に図るために、当年度中に希望退職者の募集を行うとともに、退職年金制度の

見直しを実施することで、一層の経費圧縮を進めてまいります。 

 

２．業績に及ぼす影響 

   上記のほか、経営構造改革を実施するうえで要した諸費用等を含めて、平成 24 年２

月期第２四半期連結決算において 98 億 86 百万円を、個別決算において 99 億 12 百万円

をそれぞれ特別損失として計上いたします。また、平成 24 年２月期決算（連結・個別）

におきましても相当額の特別損失が発生する見込みでありますが、平成 24 年２月期通

期の業績見通しにつきましては、本日発表の「業績予想（連結・個別）の修正に関する

お知らせ」に記載のとおりであります。 

なお、以上の施策による来年度以降平年度ベースでの収支改善効果は、同じく本日

発表の「新・中期経営計画の策定について」に記載の経費構造改革による事業運営効

率の向上のための諸施策と合わせまして約 20 億円を見込んでおります。 

 

（以 上） 
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